
平成１４年度独立行政法人国立公文書館年度計画

独立行政法人国立公文書館（以下「館」という。）は、中期計画に定めた業務の実

施について、独立行政法人通則法（平成11年法律第 103号）第３１条の規定に基づき、

平成14年度の業務運営に関する計画（以下「年度計画」という。）を以下のとおり定

める。

１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画及び年度計画にのっとって、各業務分野ごとに可能な限りの数値目標を

盛り込んだ具体的執行計画を策定し、四半期ごとにその達成状況を把握して、その

的確な推進を図ることにより、業務の計画的かつ円滑な執行に努める。特に、以下

の事項について積極的に取り組む。

民間委託の促進

① 平成13年度に作成した目録作成等のマニュアルに基づき、パートタイマーに

よる効率的な目録の作成を図るとともに、必要に応じ当該マニュアルの見直し

を行う。

② 効率等の観点から、マイクロフィルム化について、パートタイマーによる撮

影を積極的に導入し、そのためのマニュアルを作成する。

③ マイクロフィルム化促進のため、マイクロフィルム撮影機を１台増設し、パ

ートタイマーによる処理能力を増強する。

業務執行体制の見直し

館の中核的業務を担うアーキビストとしての公文書専門官・公文書研究官の積

極的な調査研究活動の促進を図るとともに、歴史資料として重要な公文書その他

の記録（現用のものを除く。以下「歴史公文書等」という。）の移管・保存、公

開審査・利用及び修復等に関する諸問題について広く館の職員の間で認識を共有

するため、自由闊達な意見交換と協議決定を行うことを目的として、研究連絡会

議を設置する。

２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためにとるべき措置

歴史公文書等の受入れ、保存、利用その他の措置

① 受入れのための適切な措置

i）行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成11年法律第42号）及び

国立公文書館法の一部を改正する法律（平成11年法律第 161号）の施行を受

けて、新しい移管の仕組みにより初めて行われた平成13年度の移管業務を踏

まえ、歴史公文書等が的確に移管されるよう、内閣総理大臣への意見提出、

関係行政機関との対応、連携等について検討を行う。

ii）保存期間が満了した行政文書について、館への移管の適否を判断するため

の基準等の策定に関する調査研究を行う。

iii）平成13年度及び平成14年度における移管計画に従って、館の効率的な運営

を考慮し、歴史公文書等の円滑な受入れを行う。
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② 保存のための適切な措置

i） ①iii）により受け入れた歴史公文書等について、紙等の劣化要因を除去

するために必要な措置を講じた上で、温湿度等の適切な環境を整えた専用の

書庫に保存する。

ii）前年度までに実施した劣化状況調査結果に基づき、劣化要因に応じた保存

対策方針を平成14年度に策定する。

iii）劣化が進行している歴史公文書等のうち、閲覧に供し得ない状態にある等

緊急に措置を講じる必要のあるものについて、歴史資料としての重要度を考

慮して、計画的に修復、マイクロフィルムへの媒体変換等を行う。

iV）平成17年１月から臭化メチルの生産・消費が全廃されるため、現在、くん

蒸に使用しているガス（臭化メチルと酸化エチレンの混合ガス）に替わるく

ん蒸用ガス等の検討を行う。

③ 一般の利用に供するための適切な措置

i）平成13年度当初に館が保存している歴史公文書等のうち一般の利用に供さ

れていないものについては、次の措置を行う。

イ すべての目録を平成14年度の早い時期に公開する。

ロ 平成13年度に実施した公開・非公開の概定結果を踏まえて、更に個別の

公開・非公開の審査を行い、非公開事由に該当するものを除き、順次一般

の利用に供する。

ii）歴史公文書等のより幅広い利用を図るため、次の事項を行う。

イ 利用者の動向等を把握するため、必要な情報収集を行い、利用統計の充

実を図るとともに、これらを総合的に分析する。

ロ 館が保存している貴重な歴史公文書等を広く一般の観覧に供するため、

展示会の充実を図るとともに、その広報を強化する。

ハ 館が行った調査研究の成果等を公表するため、研究紀要「北の丸」を刊

行する。

ニ ホームページの充実を図るために随時情報の追加・更新を行うための体

制を整える。

ホ 貴重かつ利用の頻度の高い歴史公文書等について、利用の便を図るため、

マイクロフィルムへの媒体変換を促進する。

へ 貴重な古書・古文書のうち、原本保護の観点から閲覧を制限する必要が

あるものについて、利用の便を図るため、中長期的視点に立って、写真本

等の複製物を作成する。

iii）閲覧サービスの向上を図るため、次の事項を行う。

イ 本館とつくば分館の所蔵公文書等の配置について見直し、入れ替え方策

等について検討する。

ロ 館の保管に係る歴史公文書等の目録について、利用者の検索等の便の向

上を図るため、その在り方に関する調査研究を行う。

ハ 既に館が所蔵している歴史公文書等の公開・非公開の概定審査及び個別

審査の結果の分析を行う。

④ 立法府、司法府を含む国の保存利用施設の保管に係る歴史公文書等の情報化

について引き続き意見交換を行うとともに、情報ネットワーク化を進める際の

問題点について調査研究を行う。
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⑤ 保存及び利用に関する研修の実施その他の措置

i）館及び国の保存利用機関の職員を対象として、歴史公文書等の保存及び利

用に関し、次の目的を持った体系的な研修を実施する。その際、地方公共団

体の求めに応じ、その職員をこれらの研修に参加させる。

イ 公文書館法（昭和６２年法律第１１５号）の趣旨の徹底並びに歴史公文

書等の保存及び利用に関する基本的な事項の習得

ロ 公文書館法第４条第２項に定める専門職員として必要な専門的知識の習得

ハ 歴史公文書等の保存及び利用に関し、特定のテーマに関する共同研究等

を通じての実務上の問題点等の解決方策の習得

ii）情報の提供、意見交換等

イ 歴史公文書等の管理に関する講習会等

歴史公文書等の的確かつ効率的な移管・公開業務の推進に資することを

目的として、国の機関の文書主管課職員その他各部局の文書担当等の職員

を対象に、新しい移管・公開の仕組みへの理解を深めるとともに、歴史公

文書等の管理に関する基本的事項を習得させるための講習会を実施する。

また、各行政機関に公文書専門官等を派遣する形式での説明 会の開催に

ついて検討する。

ロ 国又は地方公共団体が設置する公文書館（これに準ずる機関を含む。）

との交流、意見交換等を行うため、第14回都道府県・政令指定都市等公文

書館長会議の開催、情報誌「アーカイブズ」の発行等を行う。

iii）国際交流の推進

イ 国際公文書館会議（ＩＣＡ）及び同東アジア地域支部（ＥＡＳＴＩＣＡ）

の活動に積極的に参加するとともに、外国人研修生の受入等を通じて国際

交流・国際協力を行う。

ロ 日中公文書館交流事業の推進

日中国交正常化30周年を記念して、新たに国レベルの公文書館の交流事

業を開始する。

iV）将来における電子政府の実現に備え、電子化された行政文書の受入れ、保

存、利用を的確に行うことを念頭において、行政の電子化の動向を注視し、

その把握に努める。

アジア歴史資料のデータベースの構築及び情報提供

平成13年度に開設したアジア歴史資料センター（以下「センター」という。）

の行う情報提供サービスを広く内外に周知し利用の促進を図るとともに、利用者

が継続的に安定して利用できるよう以下の手当を講ずる。

① 広報活動の充実

センターが開設して間もないことを踏まえ、ポスターの掲示、英語版リーフ

レットの作成配布、メーリングリストの新設等の広報手段を積極的に用いて、

センター及びアジア歴史資料データベースの認知度の向上を図る。

② アジア歴史資料データベースの構築

i）データベース構築計画に基づき、館及び外務省外交史料館、防衛庁防衛研

究所図書館が平成13年度に電子情報化を行ったアジア歴史資料の提供を受け、

データ量の計画的な増加を図る。
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ii）また、上記各所蔵機関が平成14年度中に電子情報化を図るアジア歴史資料

についても、可能なものから順次提供を受ける。

iii）上記各所蔵機関から提供されたアジア歴史資料データを遅滞なく画像変換

及び書誌データ（目録情報、キーワード等）付与作業を行い、順次データベ

ースに投入して、早期に利用者の利用に供する。

iV）アジア歴史資料データベースの利用者からのニーズ等を踏まえ、センター

が構築したホームページ及び検索システム等を不断に見直し、利用者にとっ

てより使いやすい情報提供サービスとなるようシステムの改善を図る。

V）インターネットによる安定した情報提供を実現させるため、緊急対応マニ

ュアルを作成するなどして、障害等に即応できる管理運用体制を構築する。

③ 利用者の利便性向上のための調査等

i）インターネット等を通じて利用者の動向、ニーズ等必要な情報収集を行う

とともに、その調査分析結果に基づき、ホームページの内容の充実、アジア

歴史資料データの更新等を行い、もって利用者の利便性の向上を図る。

ii）センターの行う情報提供サービスが主にインターネットでの配信であるこ

とを踏まえ、外国語での検索手法及び書誌データの外国語化を実現するため

の調査研究を平成14年度中に実施する。

３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

別紙のとおり。

４ 短期借入金の限度額

短期借入金の限度額は、７４，０００，０００円とし、運営費交付金の資金の出

入に時間差が生じた場合、不測の事態が生じた場合等に充てるために用いるものと

する。

５ 重要な財産の処分等に関する計画

処分等を行う見込みはない。

６ 剰余金の使途

剰余金は、２ ④及び に係る業務並びに新たに行う必要が生じた業務に充てる

ものとする。

７ 施設・設備に関する計画

計画はない。

８ 人事に関する計画

業務の計画的かつ円滑な執行及びその効率化を図るため適切な人員配置を行うと

ともに、職員の質を向上させるための研修を実施する。

４



収 支 計 画

平 成 １ ４ 事 業 年 度

（国立公文書館） （単位：百万円）

区 別 金 額

費用の部 １，６６５

経常費用 １，６６５

公文書等保存利用経費 ３７８

アジア歴史資料情報提供事業費 ４１４

一般管理費 ３０７

人件費 ５４６

減価償却費 ２０

財務費用

臨時損失

収益の部 １，６６５

運営費交付金収益 １，６４２

事業収入 ２

事業外収入 １

資産見返負債戻入 ２０

臨時利益

純利益 ０

目的積立金取崩額

純利益 ０
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資 金 計 画

平 成 １ ４ 事 業 年 度

（国立公文書館） （単位：百万円）

区 別 金 額

資金支出 １，６４５

業務活動による支出 １，６４５

投資活動による支出

財務活動による支出

次期中期目標の期間への繰越金 ０

資金収入 １，６４５

業務活動による収入 １，６４５

運営費交付金による収入 １，６４２

事業収入 ２

事業外収入 １

投資活動による収入

財務活動による収入

前期中期目標の期間よりの繰越金 ０

６



年 度 計 画 予 算

平 成 １ ４ 事 業 年 度

（国立公文書館） （単位：百万円）

区 別 金 額

収 入

運営費交付金 １，６４２

事業収入 ２

事業外収入 １

計 １，６４５

支 出

公文書等保存利用経費 ３７８

アジア歴史資料情報提供事業費 ４１４

一般管理費 ３０７

人件費 ５４６

計 １，６４５

［人件費の見積り］

１４年度４３８百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、

休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。
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